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次いで発覚した企業不正（大王製紙、オリン

パス等）により、公開企業のガバナンスとし

て制度上予定されていたシステムが十分に機

能しなかったことが明らかになり、多岐にわ

たる課題を顕在化させることになった。とり

わけ外部監査に関し、監査は不正を見抜ける

のか、といった監査の本質を問い直すかのよ

うな議論が改めて提起されている。

本稿においては、こうした金融危機後の議

論を包摂しながら、金融システム安定化に向

けた会計士の貢献可能性について改めて考え

てみたい（注１）。以下では、まず、当局との

連携強化を含めた近年における監査制度の見

直しの議論について、金融危機後の国際的動

向や企業不祥事後のわが国の動きをレビュー

する。そこで議論された問題意識を踏まえつ

つ、次に、わが国における銀行監督と外部監

査における情報共有の促進策や、会計士保証

業務の拡張による検査機能の補完・代替策に

ついて、主として実務的な改善点を念頭に論

■１．はじめに

金融危機で深刻な被害を被った欧州では、

近年、欧州委員会や英国FRC（財務報告審

議会）等から各種報告書が発表され、そこで

は銀行監督当局と外部監査人の一層の関係強

化の必要性も示唆されていた。また、FSB

（金融安定理事会）においても2012年３月に、

金融システム安定化に向けて外部監査の貢献

の向上を強く求める意向が示されている。他

方で、わが国においては金融危機後も金融面

の動揺はみられなかったが、2011年後半に相
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述する。最後に、そうした議論の延長で、重

要な虚偽表示に結びつく経営者不正の発見を

補完し得るとの観点等から、監査役等との連

携についても付言する。なお、本稿は筆者の

個人的見解であり、筆者の属する組織とは無

関係である。

■２．金融危機後の制度改革に
向けた動き

� 監査制度の見直しを巡る国際的動向

（欧州委員会等での問題意識）

金融危機後の監査制度を中心とした見直し

の動きとして、欧州では、同様の金融危機の

再発防止に関して監査人がどのような役割を

果たせるか、さらなる金融システム安定化の

ために監査機能をどのように強化できるのか

との問題意識から、2010年10月にはグリーン

ペーパー「監査に関する施策：危機からの教

訓（Audit Policy：Lessons from the Crisis）」

が発表された。その後のコメント等を踏まえ

て、2011年11月には監査制度改革案となる

「社会的影響度の高い事業体の法定監査に関

する規則案」が公表され、議会等で議論が行

われている。欧州における監査法人改革を巡

る論点は多岐にわたり、期待ギャップの縮小

や監査人の独立性強化に関しては以前から問

題提起されていた事項も少なくないが、規則

案23条では、監査人から監査委員会に対する

追加報告書が規定されている。また、規則案

25条１項では、PIE（publ ic－interest

entities：社会的影響度の高い事業体）の監

督当局への報告事項として、法令等の違反、

継続的な機能への損傷などを規定しているほ

か、同条２項において、銀行及び保険会社の

監督当局は、法定監査人等との定期的な対話

を行わなければならないとしている。

さらに規則案22条では、実施した個別の監

査に関する追加的な情報を含めるように監査

報告書の内容を拡充することも求めている。

監査報告書の拡充による期待ギャップ解消を

巡っては、IAASB（国際監査・保証基準審

議会）やPCAOB（米国公開企業会計監視委

員会）等でも同様の問題意識が窺われており

（注２）、追加的説明報告を盛り込むことによ

って監査報告書を情報提供の場へと重心移動

させようとしている。情報提供という監査職

能については、意見表明の枠組みの中で監査

理論上の問題を提起することになるが、実務

上も、そうした情報提供においては、財務諸

表における経営者の判断や見積りなどに関

し、監査人が当該情報を適切に説明しなけれ

ば監査人への訴訟リスクとなる可能性があ

り、そもそも監査報告書拡張の前提として、

後述するように、会計・財務報告基準が検証

可能（監査可能）なものとして整備されなけ

ればならないと考えられる。

（FSB、FRC等の問題意識）

FSBでは、金融システム安定化に向けて外

部監査の貢献の向上を強く求めており、今年

末までに提案する「新たな強力な外部監査指
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針」に向け、バーゼル銀行監督委員会とも協

力する意向にある（注３）。FSBは、監査担当

者による金融監督当局への情報提供の必要性

が金融危機で高まったと指摘し、2012年３月

に、銀行や保険会社の監査法人に対し直面す

る問題をFSBに報告するよう求めるとともに、

IFIAR（監査監督機関国際フォーラム）に対

しても、大手のシステム上重要な銀行を中心

に監査について検査する際に加盟機関が直面

する問題を報告するよう求めており（注４）、

IFIAR側も同年４月の会合においてこれを了

承している。

この間、イギリスでは、金融危機の教訓と

して、金融機関をはじめ企業の財務諸表にお

ける会計上の判断に対する監査人のアプロー

チに焦点が当てられ、2010年６月にFSAと

FRCは、討議文書「プルーデンス規制に対す

る監査人の貢献の強化（Enhancing the

Auditor’s Contribution to Prudential

Regulation）」を発表した。これは、英国下院

大蔵委員会が、金融機関監査の有用性に関し、

FRC等が外部監査人の専門的技能を最適な方

法で利用しているかの懸念を提起したことに

応えるものであるとされるが（注５）、討議文

書では、経営者の判断に決定的に依存してい

る財務会計及び開示の重要な領域を監査する

とき、監査人が懐疑心の心配になるほどの欠

如を示しているとの懸念があるとしたうえで、

監査人は、経営者の判断が適切で開示が十分

か顧客を疑うには良い立場にいるとして、職

業的懐疑心のさらなる発揮を求めている。

� わが国の動向

わが国では、金融危機の引き金になった証

券化商品であるCDO等のエクスポージャー

が少なかったこともあって、金融面の動揺に

波及しなかったことから、金融危機を起点と

した銀行監督に絡んだ固有の制度見直しの議

論はほとんど聞かれない一方、2011年後半の

大王製紙やオリンパスでの企業不祥事などを

受けたガバナンス改革の一環で、監査制度見

直しの議論が行われている状況にある。そこ

では、プルーデンスとは別に、不正発見に関

する監査の期待ギャップに根差した問題意識

から、主に監査の実効性向上の観点からの議

論が中心となっている。とりわけオリンパス

事件では、同社が設置した第三者委員会の報

告書が監査人の問題にも触れていることなど

を踏まえ、日本公認会計士協会では、関係会

計士・監査法人が行った監査業務についての

調査を開始することを発表するとともに、

「監査制度充実強化調査会」の設置を公表す

るなどしている（注６）。また、企業会計審議

会監査部会においても、不正対応等に向けて

より実効的な監査手続を求める方向で議論が

重ねられている。

以上の動きは、不正発見の期待ギャップを

巡る古くからある問題が焦点となっていると

いえるが、こうした流れとは別に銀行監督と

外部監査の連携という点では、2000年７月に

策定された日本公認会計士協会業種別委員会

報告第18号「会計監査と金融検査との連携に

関するガイドライン」が2011年５月に改訂
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（2012年７月に再改訂）され、業種別委員会

実務指針第46号「会計監査及び内部統制監査

と金融検査との連携に関するガイドライン」

（以下「ガイドライン」という）が公表され

ている。当該ガイドラインは、早期是正措置

制度の枠組みの中で信用リスクを中心として

会計監査と金融検査が相互に意見を交換して

連携を図るものとして当初策定され、その後

10年以上を経過し、内部統制報告制度・同監

査制度、検査評定制度の導入といった環境変

化、さらには「ベター・レギュレーション」

を標榜し平成22（2010）検査事務年度から検

査基本方針に「監査人との連携強化」が掲げ

られたことも踏まえて、改訂に至ったもので

ある。この間、2007年法改正において金融商

品取引法193条の３「法令違反等事実発見へ

の対応」が規定されているが、近年の不祥事

を眺め同条で規定された手続の円滑な運用に

向けて、関係団体から留意点等を記した報告

書も発表されている。

■３．わが国における銀行監督
と会計士業務の連携

� 情報共有の促進

新しいガイドラインでは、銀行監督当局と

外部監査人の連携範囲に関し、信用リスクに

とどまらず繰延税金資産など資産全般の監

査、さらには内部統制監査まで射程を広げて

いるが、依然として検査現場での意見交換に

関する規定が中心となっている。また、金商

法上の通報制度はあくまで監査人の地位強化

が目的であり、銀行監督当局と監査人の情報

共有を目的としたものではない（注７）。EU

で議論されたようにプルーデンス規制強化の

観点から、守秘義務解除に向けた立法措置を

伴いつつ情報共有策を抜本的に進める余地は

残されているが、以下では制度的な再設計問

題をひとまずおいて、実務的な観点から立法

措置を伴わず関係当事者合意の下で進められ

る連携促進策を述べる。

（外部監査人→銀行監督当局）

監査報告書に書き尽くせない情報として、

財務情報に直結しない内部統制上の不備など

について、マネジメントレターという形で経

営者・監査役等に報告していれば、それらを

銀行経営者の了解を得て入手することは現状

でも可能である。金商法193条の３に基づき

会社側の対応を促したうえでの当局への通報

は一種の最後通牒になり、監査人としては監

査契約解除を検討しなければならなくなるの

で、そこに至る前段階で情報共有の枠組みが

必要なのであり、そのためにはマネジメント

レターをベースとして、経営者承認による情

報共有の枠組みを実務的に拡張することが最

も現実的なアプローチではなかろうか。

（銀行監督当局→外部監査人）

ガイドラインでは検査現場での意見交換を

主に規定しており、そこでは検査情報の会計

士による入手は意見交換を通じて可能として
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いるのみで、詳しい記述はない。外部監査人

は銀行監督当局の検査報告書にアクセスする

には、閲覧申請等による金融庁の了承を得る

必要があるとみられるが、監査人が深度ある

監査を実現していくうえで、検査情報を共有

することも有用な局面が多いと考えられる。

その際、仮に検査情報が当局の取捨選択を通

じて開示されるとしても、財務報告に直接関

係しない情報でも内部統制に関連する情報は

前広に開示した方が良いのではなかろうか。

内部統制監査は財務報告に関する内部統制が

対象ではあるが、「統制環境」の理解には、

当局からの全般的な内部統制関連情報の提供

が有益となり得るのであって、重要な虚偽表

示につながる不正の発見を意識した監査上の

「ビジネスリスク・アプローチ」の下で、こ

うした要請は強まっていると考えられる。

ただ、そのような連携強化を図ったとして

も、不正等発見をどこまで監査人に期待でき

るかは別途の問題があり、現行制度の枠組み

を前提にする限り監査人の銀行監督への貢献

には自ずと限界がある。ここで監査に限界を

生む要因としては、①監査業務に固有な問題、

②監査が依拠する会計・財務報告基準に内在

する問題に区分される。

まず、監査業務に固有な限界に絡んで、金

融危機後の国際的な問題意識として、職業的

懐疑心をいかに発揮すべきか、監査報告書は

いかにあるべきか等の議論が俎上に載せられ

ているのは、現在の監査手続の限界に関する

現実的な懸念とそれを受けての監査の基本的

枠組みの問い直しの所産である。既にわが国

でも2002年監査基準改訂「第一　監査の目的」

において、「財務諸表の表示が適正である旨

の監査人の意見は、財務諸表には、全体とし

て重要な虚偽の表示がないことについて、合

理的な保証を得たとの監査人の判断を含んで

いる」として、重要な虚偽の表示に至る原因

行為である不正は発見しなければならないこ

とが明記されている。しかし、現実の監査に

際しては、証憑類も含めた巧妙な経営者不正、

不正探索権限の不存在、監査時間・人員の制

約、限られた期間での監査といった理由から

（注８）、如何に監査手続を強めたとしても

「監査の限界」が根本的には避けられず、不

正発見を期待する社会との間にギャップを生

むことになる。

もう一つの限界は、監査が依拠する会計・

財務報告基準に内在する限界として、財務諸

表における公正価値等の見積り、市場リスク

情報等の注記化における測定方法の多様性な

ど、従来と同様の監査手続によって監査人が

どの程度の心証（確信）をもって適正性に関

する意見表明ができるのかという問題も挙げ

られる。すなわち、IASB（国際会計基準審

議会）は金融資産等を公正価値で測定するこ

とを重視し、レベル３公正価値測定として未

成熟なモデルによる評価も許容しているが、

定式化されたモデルがない価値評価の場合

（例えば非上場株式やCDO等の評価）、測定

方法によって計測値の分布に多峰性が生じる

場合には、期待値によりどの値が真の価値に
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近いかどうかは自明ではなくなる。同じよう

に、リスク量を注記する場合、方法や前提が

まちまちだと、算定値の幅に重要な相違が生

じ、監査人が最適算定値を判断するうえで仮

定やモデルの合理性等に関し十分かつ適切な

監査証拠を収集するのは極めて困難となる。

これらの問題は、監査人の努力や監査制度の

改善で対応できるものではなく、むしろ会

計・財務報告基準設定主体の制度的配慮によ

って対処すべき事項ではなかろうか（注９）。

� 検査機能の補完・代替―会計士保

証業務の拡張等

次に、会計士業務の検査業務への役立ちと

いう観点から、金融検査機能の補完・代替と

して、会計士の保証業務の拡張を論じる。こ

れには、検査対象への監査の拡大のほか、保

証業務による検査代替などが含まれるが、外

部資源の活用による検査のアウトソーシング

を指向する場合に忘れてならないのは、会計

監査を含む保証業務は、一定の主題の基準準

拠性を証拠により検証する業務であり、情報

の作成基準と検証基準の２種類の基準が必要

という点である。これに対し、当局の金融検

査は各種リスク分野に関し総合的な判断や評

価を下すことが求められ、その過程で検査マ

ニュアルが参照されるとはいえ、会計士が保

証業務で用いるような厳格な立証プロセスや

保証水準は必ずしも要求されていない。金融

検査で行われる例えばリスク管理態勢の検査

については、情報監査というよりは実態監査

で、監査役や内部監査人の業務に近いものが

あり、国際的な保証業務の枠組み（ISAE3000）

が規定する業務要件を厳密には充足しないと

考えられる。

したがって、こうした業務特性の違いを十

分に踏まえて、代替による活用を考える必要

がある。企業の財務健全性に関して信頼を与

えるなど、現在の財務諸表以外の情報に対す

る新しい保証サービスを会計士が提供するこ

とは不可能ではないが、アドバイザリー業務

や行政担当者としてではなく保証業務での関

与を指向する場合には、そのために必要な関

連する保証枠組みの整備が不可欠となるので

ある。なお、会計士による監査・保証対象業

務の拡張としては、最近のAIJ問題を契機に、

広く金融検査・監督業務への役立ちの観点か

ら、日本公認会計士協会・業種別委員会研究

報告第９号「年金資産の運用に関連する会計

監査業務等の状況に係る研究報告」（2012年

５月25日）において、「年金基金の財務諸表

（年金経理及び業務経理）の会計監査の活用」、

「私募ファンドの監査又は監査報告書の確

認」、「投資一任先の会計監査の実施」、「年金

資産の運用に係る検証及び内部統制報告の利

用」などの分野での貢献可能性に係る提言が

行われている。

■４．おわりに

先述したように様々な要因から監査人によ

る経営者不正の発見には制度的限界がある
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が、会社のガバナンス機能を担う監査役等に

より、不正発見機能が補完・強化できれば、

ひいては監査人や監督当局にもその果実が及

ぶことになる。監査人の責任の限界に対して、

監査役に大きな権限と責任がある点は、オリ

ンパス事件の同社監査役等責任調査委員会の

調査報告書が監査役に対しては責任ありと判

断したのに対して、監査法人に対する責任を

認定できなかったことにも象徴的に現れてい

るとの指摘もある（注10）。監査人と監査役の

連携という点では、法令等違反事実について、

金商法193条の３による監査役への通知が規

定されているほか、会社法397条では、監査

人が監査先企業における問題点を把握した場

合の監査役等への通報を求めているが、そも

そも緊密なコミュニケーションの実態に立脚

しなければ、会社法改正に係る要綱案（注11）

で示された監査人の選任・解任権等を監査役

に移行する制度改革も土台を欠くことにもな

りかねない。経営監視機構の見直しとして

「監査・監督委員会設置会社制度」も創設さ

れる方向にあるが、会社がどのような制度的

な枠組みを選択するにせよ、監督当局や監査

人が連携するに足る実効的なガバナンス機能

の発揮が望まれるところである。

Report）」を、PCAOBは2011年６月にコンセプ

トリリース「監査報告書の内容及び様式に関する

可能性のある代替案（Potential Alternatives

Related to the Content and Form of the

Auditor’s Report）」をそれぞれ発表し、監査報

告書の拡張を提案している。
（注３） FSB, Press Release, Enhancing the

Contribution of External Audit to Financial

Stability, 2012, p.1.
（注４） FSB, ibid, p.1.
（注５） 児嶋隆「監査人は一層の懐疑心が求められる

ー最近の英国事情」月刊監査研究（2011年）10頁。
（注６） 2012年７月に金融庁は、オリンパスに対し

課徴金納付命令を、オリンパスの監査を手掛けた

有限責任あずさ監査法人と新日本有限監査法人に

対し業務改善命令を発出した。
（注７） この点で欧米等とは大きく異なるが、連携

を巡る制度差異の詳細は、拙著『銀行監督と外部

監査の連携―我が国金融環境の変化、各国制度と

の比較等を踏まえて』（日本評論社、2008年）を

参照されたい。
（注８） 松本祥尚・町田祥弘「企業不正と監査に関

するアンケート〈１〉の結果についてー監査の目

的に関する期待ギャップ」週刊経営財務3069号

（2012年）10－13頁。
（注９） こうした問題意識に基づき、拙著『IFRS公

正価値情報の測定と監査―見積り、予測、リスク

情報拡大への対応』（国元書房、2012年）では、

「レベル４」公正価値という概念を識別・提唱し

たうえで、公正価値情報の信頼性と監査可能性の

問題を論じている。
（注10） 浜辺陽一郎「監査役のアイデンティティの

再検証（上）」商事法務1967号（2012年）27頁。
（注11） 会社法の見直しの検討を進めていた法制審

議会会社法制部会は、2012年８月１日に「会社法

制の見直しに関する要綱案」を決定した。

1

（注１） 本稿は、2012年７月13日に金融庁で行った

職員向け講演会（金融研究センター主催）の内容

の一部を抜粋し、取り纏めたものである。
（注２） IAASBは2011年５月のコンサルテーショ

ン・ペーパーに続き2012年６月にはコメント募集
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